2006年度団体署名　協力のお願い

「国際自由権規約」の選択議定書の批准、および人権

関連国際条約とlLO条約の批准を求める要請書

各労働組合・団体　御中

2006年9月

国際人権活動日本委員会

議　　長　　鈴木　亜英

事務局長　　山口　弘文

貴団体の日頃からのご活躍に敬意を表します。

国際人権活動日本委員会は、国連経済社会理事会の下に置かれた国連人権委員会（2006年3月に国連人権理事会となる）を活用して、人権の回復や確立を求めてたたかう労働者や市民とともに、国内の人権問題を国際社会に訴える活動をすすめています。同時に、国際人権規約の国内での実施状況に関する日本政府の国連への報告に対し、国連での審査を実効あるものにするために、NGO組織として、さまざまな情報提供やレポートの作成などに取り組んでいます。2004年2月には、国連経済社会理事会より特別協議資格を付与されています。

日本政府は1979年に「自由権規約」「社会権規約」を批准しましたが、「自由権規約」（市民的政治的権利に関する国際条約）の実効性を確保する選択議定書は、いまだに批准していません。選択議定書は国内での救済手続きが完了してもなお人権が救済されなかった個人が、国連人権委員会に直接通報する制度で、すでに105ヵ国が批准し、批准国では問題の解決に有効な機能をはたしています。日本政府が批准すれば、最高裁で不当な判決を下された労働事件やJRの採用差別事件、刑の確定したえん罪事件なども救済の道が開かれます。

国際人権活動日本委員会は、1995年以降、国際自由権規約の選択議定書（人権救済条項）の批准を求める団体署名活動に取り組んでいます。2002年度には3011団体に広がり、2004年度までの９回のとりくみでの累積署名数は18304団体となっています。署名は外務省、法務省、総理府に提出し、要請・懇談をしています。

外務省の答弁では、今年から全省庁を対象に「事例研究会」を行っているとのことですが、人権理事国となった日本政府がいつまでもあいまいな態度を取り続けることは許されません。その意味でも今回の取り組みは従来にもまして重要と思います。前回を大きく上回る署名を集めて、政府に決断をせまりたいと思います。

各団体におかれましては、上記の趣旨をご理解いただき「団体署名」へのご協力をお願いいたします。

1、各団体でご検討を頂き、全国的な取組みとして地方組織や支部、分会があるところはそれぞれで署名をお願いします。

2、署名用紙の不足については、それぞれ刷り増しをお願いします。

3、返信用の封筒は用意していますが、切手はカンパとしてご協力ください。

4、集約は第一次2006年11月末、第二次2007年１月末、最終は３月末です。

＊連絡・問い合わせ（郵送先）

〒170-0005東京都豊島区南大塚2-33-10 東京地評内　国際人権活動日本委員会

tel 03-3943-2420  fax 03-3943-2431　e-mail：hmrights＠mx16.freecom.ne.jp                       
